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お 知 ら せ

「災害時における緊急的な応急対策業務に関する対策業務に関する協定」

の拡充を図りました。

１．概要

中部地方整備局港湾空港部では、これまで港湾空港関係所管施設の災害時に迅速な応急対策業務のため、

民間３団体と協定を結んでいましたが、今般、新たに３団体を加え６団体と災害協定を締結し、大規模

災害時における体制強化を図ることとしました。

２．災害協定の目的

本協定は、地震・津波・台風等、異常な自然現象等又は事故による中部地方整備局管内の港湾空港関係

の所管施設における災害時又は事故発生時の緊急的な応急対策の業務（調査・設計等含む）を実施する

にあたり、これを支援するため、必要な建設資機材、技術者及び労力等の確保及び実施体制を定め、被

害の拡大防止と被災施設の早期復旧を目的としています。

３．災害協定による支援内容

①被災した国有港湾施設及び直轄施行の海岸保全施設の増破又は二次災害防止のための応急措置

②緊急物資の輸送のために必要最小限の機能を回復するための応急復旧工事（緊急仮工事含む。）

③交通、港湾活動等に重大な影響を及ぼし、又は及ぼす恐れがあるために緊急に施行が必要と認められ

る措置
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